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平成21年度「大学教育・学生支援推進事業（学生支援推進プログラム）」

「キャリアプランニング支援と

就活学び直しプラスワンプロジェクト」

学生部事務部長 笹田茂男
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１．学校法人“福岡工業大学”の概要

2

経営理念

• 「For all the students ～ すべては学生生徒のために」

経営目標

• 「情報・環境・モノづくり 領域で教育研究力を発揮し、広く社会に
貢献する」

経営管理システム 《PDCA》

• 諸計画の実現性向上に向けた学校経営システムとして、教育研
究活動、募集活動等の全ての活動に「PDCAによる目標管理シ
ステム」を導入
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学校法人“福岡工業大学”の概要

工学部 電子情報工学科

生命環境科学科

知能機械工学科

電 気 工学科

情報工学部 情 報 工学科

情報通信工学科

情報システム工学科

ｼｽﾃﾑﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学科

社会環境学部 社会環境学科

大学院専攻 200名

短期大学部 350名

附属城東高校 1,800名

大学 学生数
4,200名

学生生徒数 約6,550名

教員数 237名
職員数 106名

3

学科別内定状況

4

学 科 H20卒 H21卒 H22

電子情報工学科 100 100 63.2

生命環境科学科 98.3 95.3 60.0

知能機械工学科 100 98.9 88.5

電気工学科 100 100 86.4

情報工学科 98.3 98.3 66.7

情報通信工学科 96.1 100 82.6

情報ｼｽﾃﾑ工学科 100 100 63.3

ｼｽﾃﾑﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学科 100 97.7 69.1

社会環境学科（文系） 98.4 96.2 71.7

計 99.0 98.4 72.2

内定率（％）

(1.27現在)
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２．取組の概要

在学生へのキャリアプランニング支援

• 正規カリキュラムおよび課外において低学年時か
ら就職意識の醸成を図る、各年次に応じた段階的
な支援

就活学び直しプラスワンプロジェクト

• 卒業時に様々な事情により就職できなかった学生
への、1年間の継続支援

5

３．取組の趣旨・目的・達成目標

学生生活に及ぼす影響

•早期、段階的な教育・支援の重要性の認識

学生生活の満足感

•就職する力の形成

進路の早期決定

•ニート・フリーター・無業者の低下

卒業時進路未決定者の支援が緊急課題

卒業後1年間の関与を行い進路の決定

6
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（１）キャリアプランニング支援

7

①予備的取組（入学後早期段階）

・入学前基礎科目教育

・入学前オリエンテーション

・入学後新入生オリエンテーション

・入学者全員の基礎学力調査

・入学者全員の個人面接

学力・意欲低下への対応
フレッシュマンスクールで補完

学生生活を順調にスタート

４．取組の具体的内容・実施体制

大学で学ぶために必要な力

フレッシュマンスクールで行う２つの支援

②個別指導 → 学生相談やその他の大学生活の悩みに誰でも個別に対応

「大学で学ぶために必要な力」を伸ばすプログラムと、学生一人ひとりの悩み
に対応する個別指導により、新入生の大学生活をサポートする。

①集合学習 → ３つのスキルを伸ばすプログラム

数学
ベーシック

レポーティングス
キル

ディベーティング
スキル

（数の取り扱い） （書く力） （話す力）

8

フレッシュマンスクール 《学力・意欲低下への対応》
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（１）キャリアプランニング支援
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②初期段階の取組

正課教育 課外教育

・人格形成の基盤作り
・資格取得関連科目

・学習目標の早期明確化
・動機づけ

・クラブ・サークルへの積極支援
・キャンパスサミットや各種講座

・体験機会の提供
・社会性・コミュニケーションの涵養

４．取組の具体的内容・実施体制

社会性不足の対応策

キャンパスサミット を核として「人間力涵養」「社会活動」のステージを拡大し

「ホスピタリティ」「ボランティア・スピリット」を育成している。

キャンパスクリーン

ＩＳＯ １４００１

①ボランティアへの参画

コーディネイト

大学

ＦＩＴジュニア

英会話教室

②青尐年育成への参画

地域自警団

交通安全教室

③防犯・交通安全活動
への参画

エコタウン事業

校区ホームページ
支援

新宮駅を考える会

④町づくりへの参画

図書館･自習室解放

住民向けキャンパス
見学会

⑤その他地域貢献
への参画

活動ステージ

行 政
警 察
Ｊ Ｒ
商店街

地元小学校
地元中学校
公 民 館
商 店 街
老 人 会

バックアップ

10
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（１）キャリアプランニング支援
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③中期段階の取組

正課教育 課外教育

・｢進路設計」、｢キャリア形成｣、
「就業実習」

・志望進路の明確化
・目標到達への道筋の思考

・企業等外部者による講義・講演
・インターンシップ、業界研究

・社会・経済の仕組みの知識、職業
意識醸成、難易度の高い資格

４．取組の具体的内容・実施体制

（１）キャリアプランニング支援
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④後期段階の取組

正課教育 課外教育

・｢自己史研究」、｢人間関係・交流
分析｣、「学習成績の自己評価」

正確な自己認識

・履歴書、エントリーシート、面接、
SPI、筆記対策、マナー 等

就職活動の手順やコツの醸成

４．取組の具体的内容・実施体制
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（１）キャリアプランニング支援

13

⑤側面的な支援

環境の整備

・学生と企業との接点の提供拡大
・就活エリア拡大の為の旅費補助
・保護者との一体的取組を促すガ
イダンス 等

・就職情報メール配信
・求人検索システム
・就職関連データベース利用

IT活用による改善策

４．取組の具体的内容・実施体制

取り組み区分
STEP１（１年生）

目的意識
STEP２（２年生）

目標設定
STEP３（３・４年生）
就活準備、本活動

特徴

・入学早期からの就職支援 ・各学科に専属のスタッフ（面談重視）

・ニーズの多様化に向けた豊富なバリエーション ・教学サイドの協力度合いの高さ

・学内予算配分において重点的位置付（強力な財政支援） ・全ての取り組みをＰＤＣＡにより改善

正課領域

人間形成 進路設計 就業実習（インターンシップ）

キャリア形成 キャリア形成

資格取得講座 就業実習（インターンシップ）

課外領域

・学生生活プランニング指導 ・ＯＢ・企業人ガイダンス ・大学での合同企業セミナー

・あいさつ教育 ・ＳＰＩ対策講座 ・保護者ガイダンス

・キャリアプランニング講座 ・グループディスカッション体験 ・履歴書添削指導

・就職意識調査（個人面談） ・業界研究会 ・模擬面接指導

・就職オリエンテーション 等 等 ・就活交通費支援 等

14

４．取組の具体的内容・実施体制

（１）キャリアプランニング支援
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（２）就活学び直しプラスワンプロジェクト

15

卒業時進路未決定者の再支援

卒業後1年間に限定

効果の適格性即効性

４．取組の具体的内容・実施体制

（２）就活学び直しプラスワンプロジェクト
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進路未決定の原因究明認識

専属のキャリアカウンセラー配置

キャリアプランニング
再構築

自己分析の徹底

４．取組の具体的内容・実施体制
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（２）就活学び直しプラスワンプロジェクト
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キャリアカウンセラー

①プラスワン目標達成シート

・いつまでに内定を勝ち取るか（月日）、自分の弱いところ・強いところ、

いつまでに何をやるかを具体的にシートに記入させる。

②勉強会（週2回）

・自己分析、ビジネスマナー、一般常識、業界研究 等

③個人面談、グループディスカション

④個別のキャリアプランニング（目標到達までのプロセス）策定

４．取組の具体的内容・実施体制

（２）就活学び直しプラスワンプロジェクト
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学内行事への参加

就職斡旋の強化

①学内就職ガイダンス、SPIなどの適性検査、筆記試験対策、学内合同

企業面談会等、学内で実施される就職行事への参加可能

②既卒者求人コーナー設置

大学の既卒求人に加え、OBや保護者等のネットワークを強化し、

求人斡旋を行う

４．取組の具体的内容・実施体制
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就職斡旋
委員会

・学科担当教員

・就職課

就職支援

実務者会議

就職課

・学科別担当制

・学生アドバイ
ザー配置

・事務局長
・外部ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
・保護者

学内組織

就職斡旋
強化部会
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４．取組の具体的内容・実施体制

（３）実施体制
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評価体制

全体の評価 個々の取組の評価

PDCAサイクルによる事業管理
就職斡旋委員会
原案作成

大学運営協議会
学長・常務理事・教学行政職、事務局部長

中間評価、事後評価

５．取組の評価体制・評価方法

（１）評価体制
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（２）評価方法
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評価方法

プロセス目標 達成目標

・就職内定率を維持・向上
・無業者率15%→7%（3年後）

種々の施策毎に4段階評価

集積したものを全体評価とする
《実施比率70%を指標》

５．取組の評価体制・評価方法
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学年進行に伴う計画

キャリアプランニング支援

初年度からそれぞれの学年に
対して諸施策を実施する

プラスワンプロジェクト

初年度H21.3 卒業時に進路未
決定の学生で本取組に登録し
た者

取組全体の年次計画

初年度はトライアル段階と位置
付けるが、全施策に着手する

２年目は重要な見直し期間とし
て改善後の諸施策の有効・無
効性に重点を置く

３年目は仕上期間として諸施策
を個別評価し拡大・縮小・廃止等
行い全体として効果拡大を図る

６．取組の実施計画
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